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区　　　分

ゲ タ 対 策

ナラシ対策

平成26年産まで 平成27年産以降
・販売農家
・集落営農
・認定農業者（4ha以上）
・集落営農（20ha以上）

・認定農業者
・集落営農
・認定新規就農者
※いずれも面積要件ナシ

　認定農業者制度は、自ら経営改善に取り組む「やる気」と「能力」
のある農業者が、５年後の目標を示した「農業経営改善計画」を作成し、
その計画を市町村が認定する制度です。認定農業者には、スーパー L
資金等の低利融資制度や税の特例、農業者年金など経営改善のための
様々な支援措置があります。

家族経営協定調印式家族経営協定調印式

農業経営者の皆様へ

「農の雇用事業」「農の雇用事業」
参加者を募集します！

になって、
農業経営の改善・発展をめざそう！

認定農業者制度とは

　認定農業者になろうとする農業者（個人・法人）は、まず、経営改
善に関する５年後の目標とその達成に向けた方策を内容とする「農業
経営改善計画」を作成し、市町村に提出します。
市町村は、計画内容が※基本構想に照らして適当である等と認めた場
合に、計画を認定します。
※「基本構想」（市町村農業経営基盤強化促進基本構想）
　市町村が、地域の実情に即して、育成すべき農業経営の規模や所得
等の目標など、農業の担い手像を明確化したものです。

　五所川原市農業委員会、又は地域県民局地域農林水産部農業普及振
興室まで御相談ください。
五所川原市農業委員会　電話：３５－２１１１（内線２７７４）
域農林水産部農業普及振興室　電話：３４－２１１１

認定農業者になるには

認定農業者制度に関するお問合せ認定農業者制度に関するお問合せ

　平成27年度以降 から
「畑作物の直接支払交付金（ゲタ対策）」・「米・畑作物の収入減少影響
緩和対策（ナラシ対策）」の交付対象者は、認定農業者、集落営農、
認定新規就農者となります。
　ゲタ・ナラシ対策の申込期限は、平成27年６月末までとなっていま
すので、それまでに認定農業者の認定手続きが必要です。

ゲタ対策・ナラシ対策の交付対象者が変わります！

【ゲタ・ナラシ対策の交付対象者】

　全国農業会議所では、農業法人等が就業希望者を新に雇
用し、就農に必要な技術・経営ノウハウ等を習得させるた
めの実践的な研修等に対して助成する「農の雇用事業」（平
成26年度第４回）の参加者を平成26年11月１日から募集し
ます。事業の対象となる研修生は、平成26年５月１日～平
成26年12月５日の間に正社員として採用され、「正社員とし
ての採用時に原則45歳未満の方」（雇用就農者育成タイプ）
です。
　また、農業法人等が新たな農業法人の設立による独立を
目指す者を雇用して実施する研修に対して助成する「法人
独立支援タイプ」の実施を希望される農業法人等の方は、
平成26年11月１日～平成26年12月５日（必着。受付は土日
祝日を除きます。）までに各都道府県農業会議に申請書類を
提出してください。
　応募の際は募集要項の具体的な内容にご注意下さい。

助 成 内 容
【助成額】研修生１人あたり年間最大120万円
〈内訳〉①新規就業者に対する研修費　月額最大97,000円

助成額の上限は、９万７千円または研修生に支払った賃金月額のいずれか低
い金額となります。（法人独立支援タイプでの３年目以降の助成額は月額最
大４万８千円）

　　　②指導者研修費　　　　　　　年間最大36,000円
指導者自らが人材育成手法や労務管理等を習得するための研修に要する費用
です。（法人独立支援タイプでの３年目以降の助成額は年間最大２万４千円）

【助成期間】最長24ヵ月（法人独立支援タイプは最長48ヵ月）

【助成額】研修生１人あたり年間最大120万円
〈内訳〉①新規就業者に対する研修費　月額最大97,000円

助成額の上限は、９万７千円または研修生に支払った賃金月額のいずれか低
い金額となります。（法人独立支援タイプでの３年目以降の助成額は月額最
大４万８千円）

　　　②指導者研修費　　　　　　　年間最大36,000円
指導者自らが人材育成手法や労務管理等を習得するための研修に要する費用
です。（法人独立支援タイプでの３年目以降の助成額は年間最大２万４千円）

【助成期間】最長24ヵ月（法人独立支援タイプは最長48ヵ月）

募集・研修等の期間

事業参加に当たっての主な要件

応募の流れについて
通常の場合
採用・就業開始

（平成26年５月１日～12月５日）

応募申請
（平成26年11月１日～12月５日）

書類審査

◆事業に関する問い合わせは青森農業会議 電話017－774－8580
　詳しくはインターネットで
　URL http://www.nca.or.jp/Be-farmer/nounokoyou/original/
　　　「農の雇用」で検索！

審査結果通知
（平成27年１月下旬）

事業（研修）開始
（平成27年２月～）

トライアル雇用制度／農業イン
ターンシップを活用している場合

トライアル雇用制度／
農業インターンシップ開始

応募申請
（平成26年11月１日～12月５日）

書類審査

審査結果通知
（平成27年１月下旬）

正社員採用・就業開始
（～平成27年２月１日）

事業（研修）開始
（平成27年２月～）

泫今回の募集では１年目の研修を助成します。２年目は、別途予算を措置
して助成する予定です。
泫厚生労働省が実施する「トライアル雇用制度」を活用して雇用している場
合及び、全国農業会議所が実施している「農業インターンシップ」を活用
して農業就業体験活動を実施している場合で、研修開始日（平成27年２月
１日）までに正社員（期間の定めのない雇用契約）として雇用する予定であ
れば、応募時点で正社員になっていなくとも申請することができます。
泫「法人独立支援タイプ」の場合は、正社員でなくても申請することができ
ます。

泫今回の募集では１年目の研修を助成します。２年目は、別途予算を措置
して助成する予定です。
泫厚生労働省が実施する「トライアル雇用制度」を活用して雇用している場
合及び、全国農業会議所が実施している「農業インターンシップ」を活用
して農業就業体験活動を実施している場合で、研修開始日（平成27年２月
１日）までに正社員（期間の定めのない雇用契約）として雇用する予定であ
れば、応募時点で正社員になっていなくとも申請することができます。
泫「法人独立支援タイプ」の場合は、正社員でなくても申請することができ
ます。

募集期間 研修助成期間 研修生の採用日

平成26年11月１日
　～26年12月５日

平成27年２月１日
　～28年１月末日

平成26年５月１日
　～26年12月５日

【農業法人等の要件】
①おおむね年間を通じて農業を営む事業体（農業法人、農業者、農業サー
ビス事業体等）であること
②研修生に対して、十分な指導を行うことが出来る「研修責任者」（原則
として農業経験が５年以上ある役員又は従業員）を置くこと
③研修生との間で、期間の定めのない雇用契約（正社員（法人独立支援
タイプの場合はこの限りでない）。農業法人等の役員等は含まない。）
を締結し、労働保険（雇用保険、労働者災害補償保険）に加入させる
こと
④１週間の所定労働時間が年間平均35時間以上（研修生が障がい者の場
合は20時間以上）であること
⑤本事業と期間が重複する他の公的助成を受けていないこと

【研修生の要件】
①本事業での研修終了後も継続して就農する意志があり、正社員（法人
独立支援タイプの場合はこの限りでない）としての採用日時点（法人
独立支援タイプの場合は研修開始日時点）で原則45歳未満である者

②過去の農業経験が５年未満であること
③農業法人等の代表の３親等以内でないこと（労働者性が認められる
場合を除く）
④過去に当該農業法人等の正社員ではなかったこと

【農業法人等の要件】
①おおむね年間を通じて農業を営む事業体（農業法人、農業者、農業サー
ビス事業体等）であること
②研修生に対して、十分な指導を行うことが出来る「研修責任者」（原則
として農業経験が５年以上ある役員又は従業員）を置くこと
③研修生との間で、期間の定めのない雇用契約（正社員（法人独立支援
タイプの場合はこの限りでない）。農業法人等の役員等は含まない。）
を締結し、労働保険（雇用保険、労働者災害補償保険）に加入させる
こと
④１週間の所定労働時間が年間平均35時間以上（研修生が障がい者の場
合は20時間以上）であること
⑤本事業と期間が重複する他の公的助成を受けていないこと

【研修生の要件】
①本事業での研修終了後も継続して就農する意志があり、正社員（法人
独立支援タイプの場合はこの限りでない）としての採用日時点（法人
独立支援タイプの場合は研修開始日時点）で原則45歳未満である者

②過去の農業経験が５年未満であること
③農業法人等の代表の３親等以内でないこと（労働者性が認められる
場合を除く）
④過去に当該農業法人等の正社員ではなかったこと
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各種申請書の受付締め切り日について各種申請書の受付締め切り日について
　当委員会では各種申請書の受付締め切り日を次のように
設定しています。
◎農地法第４条申請書、第５条申請書
農地を農地以外のものとして使用する場合

　例：住宅建築・車庫・店舗
　毎月末日締め切り（末日が市役所閉庁日の場合は翌日）

◎農地法第３条申請書、農用地利用集積計画書の同意、競
売・公売買受適格証明願
農地を農地として貸借・売買する場合、競売・公売の入
札に参加する場合

　毎月５日締め切り（５日が市役所閉庁日の場合は翌日）

◎あっせん申出書
あっせんにより農地を貸借・売買する場合

　毎月15日締め切り（15日が市役所閉庁日の場合は翌日）

【問い合わせ先】
市農業委員会農地係　℡35－2111　内線2776

※許可のポイント、申請から許可までの流れ、必要書類一
　覧表等については、農業委員会に備えています。

食と農の講演会について

平成26年12月農地部会・農業振興部会
【12月19日㈮】場所：五所川原市民学習情報センター

平成27年１月農地部会・農業振興部会・総会
【１月22日㈭】場所：五所川原市民学習情報センター
※法令により総会・部会等の会議は公開されております。
　また、会議録は農業委員会事務局にて縦覧できます。

【問い合わせ先】市農業委員会　℡ 35－2111　内線2772

  

　

認定農業者の相談

平成26年11月現在平成26年11月現在平成26年11月現在平成26年11月現在
　下記の農地について、受け手を捜しています。価格等の
条件は交渉できる場合もあります。農地の位置図もありま
すので興味のある方は、事務局農地係へご連絡ください。

※農地を売りたい貸したい方、買いたい借りたい方は、農業委員会にご相談く
ださい。 持子沢字三原

高野字北原
高野字柳田
前田野目字長峰
羽野木沢字隈無
原子字紅葉

毘沙門字上熊石

金木町川倉宇田野
金木町芦野
梅田字福浦
飯詰字狐野
飯詰字桜田
金木町嘉瀬萩元
金木町芦野
下岩崎字尾花原
下岩崎字駒返
金木町嘉瀬上端山崎
長富字鎧石
小曲字沼田

神山字山越

金木町嘉瀬駒留
金木町嘉瀬駒留
金木町喜良市坂本
金木町喜良市坂本
金木町喜良市坂本

金木町喜良市坂本

高瀬字鷹ﾉ爪
原子字山元
金木町芦野
俵元字松代
原子字紅葉
豊成字田子ﾉ浦

金木町嘉瀬雲雀野

金木町喜良市坂本
金木町喜良市坂本
金木町芦野
金木町芦野

原子字志多

桜田字鴻ノ巣

飯詰字森越

毘沙門字中熊石

金木町嘉瀬雲雀野
金木町嘉瀬萩元

持子沢字笠野前

持子沢字隠川

金木町嘉瀬雲雀野

金木町柏木鎧石
金木町嘉瀬萩元

原子字山元

金木町浮洲
金木町蒔田酒井
新宮松元
姥萢桜木
金木町喜良市坂本
金木町喜良市坂本
金木町芦野

田

畑
畑

畑

畑
畑
畑
畑
田
畑
田
田
田
田
田
畑
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田
田
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畑

畑

田
畑
畑
田
畑
田

畑

畑
畑
畑
畑

田

畑

田

田
畑

田

畑

田

畑
畑

畑

田

田
田
畑
畑
畑

済

未

未
未
未
未
未

未

済
済

済

済

無

無

有

有

  

 

休耕田

原野化
休耕畑

休耕畑

休耕畑
休耕畑
りんご
休耕畑

休耕畑
休耕畑
麦
麦
水稲
水稲
休耕畑

休耕田

水稲
水稲
休耕畑
休耕畑
休耕畑

休耕畑

そば
休耕畑
休耕畑

休耕

休耕畑

休耕畑
休耕畑
休耕畑
休耕畑

休耕

休耕畑

転作作物

水稲
休耕

休耕田

プルーン

りんご

りんご

水稲

休耕畑

休耕畑

水稲

休耕田
休耕田
休耕畑
休耕畑
休耕畑

標準

交渉次第

標準
標準

交渉次第

交渉次第
無償貸与

貸付交渉次第
交渉次第
交渉次第

応相談

無償貸与
応相談

応相談

応相談

応相談
応相談
交渉次第
交渉次第

交渉次第

交渉次第

な
H から
応相談

応相談

り

り

り

相談に応じる

応相談

まで
果樹不可一般畑作可能

応相談
応相談
応相談
応相談
応相談

売渡

貸付
売渡
貸付
売渡
売渡
貸付
貸付

貸付

売渡
売渡

売渡

貸付
売渡
貸付

売渡
売渡
貸付
貸付
貸付
売渡
貸付
売渡
貸付
売渡

売渡
貸付

売渡
貸付
売渡
売渡
貸付
売渡
売渡
貸付
売渡

貸付

売渡
貸付

売渡

売渡
売買

売渡

貸付

売渡

貸付

貸付
売渡
売渡
貸付
貸付

受付
番号 区分 農地所在 地目ほ場

整備
面積
（a）

10a当り
希望価格

利用
状況

　農業委員会では、認定農業者を希望する農業者の方々に対し、
「農業経営改善計画認定申請書」の記入方法等について、相談
日を設けております。（※金木地区、市浦地区の方は、各支所で
受け付けております。）
　相談日については、事前の予約が必要となりますので、農業
委員会、各支所へ電話にてお申し込みください。※生産調整の
達成、未達成は問いません。
【問い合わせ先】市農業委員会 ℡ 35-2111（内線2774）

　12月19日㈮午後２時30分から市民学習情報センターにおいて、
東北農政局青森地域センターから講師を招き、「米・畑作物の収
入減少影響緩和対策（ナラシ対策）」の講演を行いますので、多
数のご参加をお待ちしています。（参加費は無料）

金山字盛山
飯詰字沢田
松野木字影日
桜田字鴻ノ巣
鶴ヶ岡字川袋

金木町嘉瀬上端山崎

稲実字開野
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休耕畑
休耕田
休耕田
水稲
転作作物

休耕畑

水稲

登記料相当額
応相談
応相談
応相談
応相談
貸借無償

応相談
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